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ペット殺処分の経済分析－試論的考察

鈴木　亘

要旨
本稿は，近年，社会問題として関心が高まっているペット殺処分とその対策を経済学の観点

から考察した。まず，ペット殺処分の問題を，保護ペットの譲渡市場の枠組みの中に位置づけ，
様々な対策を比較考量するための簡単な市場経済モデルを提示した。その上で，行政のペット
引取りにかかる限界費用がペット所有者に考慮されず，行政の引取り料金が無料，もしくは非
常に低額となっていることが，社会的に過大な数のペット殺処分が生み出されている原因であ
ると論じた。政府は費用をかけた対策を行い，現在よりも譲渡される保護ペット数を増やして
ゆくべきであり，その社会的限界費用が行政引取りにかかる限界費用に等しくなる点で，最適
な譲渡数が達成される。
具体的な対策としては，①供給側（動物愛護団体やボランティアなど）への補助金，②需要

側（里親など）への補助金，③行政によるペット引取り拒否の徹底化，④行政によるペット引
取りの有料化（限界費用を引取り料金として設定する）という４つの政策手段が考えられるが，
効率性や国民の合意形成のしやすさなどの観点から勧められるのは，④の有料化である。ただ，
その場合にはペット遺棄（捨て犬，捨て猫）の増加という問題が生じることが予想されるので，
そのための対策として，①ペットへのマイクロチップ埋め込みの全数義務化，②ペット販売へ
のデポジット制度の導入，③ペットが飼えなくなることに対する保険制度導入（行政への引取
り料金支払いに対する保険）を提案した。
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１．はじめに

近年，少なくなってきているとは言え，未だに保健所や動物愛護センターなど1）の行政に引
き取られるペット（犬および猫2））は数多い。直近の2020年度の引取り数は72,433頭（犬27,635
頭，猫44,798頭（匹））であり，そのうち，23,764頭（犬4,059頭，猫19,705頭）が殺処分されて
いる（図表１）。

1） 自治体によっては，動物愛護管理センター，動物愛護相談センター，動物愛護指導センターなどの呼称が
ある。

2） 下記，「ペット」と言う言葉を，犬と猫に限定して用いることにする。また，通常，犬は頭，猫は匹とい
う単位で数えるが，ここでは両方とも頭で数えることにする。
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ペット殺処分はとはその名の通り，保健所や動物愛護センターなどの行政が引取った動物
を，行政の手により致死させることを言う。引取った動物の収容期間は，狂犬病予防法に，最
低２日間施設に収容し，公示することが規定されているが，上限の定めはない。このため，収
容日数は自治体によって異なるが，予算や人員等の制約により，概ね１週間程度で殺処分を行
うところが一般的である。成犬を例に説明すると，引き取られた犬は，同じ日に引き取られた
他の犬とともに狭い収容室（犬房）に入れられ，１日ごとに隣の収容室に移される。収容室は
一般的に７部屋あり，１日ずつ奥の部屋に移される様は，まるで死へのカウントダウンである。
そして，１週間の間，誰も引き取り手が来なかった場合には，犬たちは最後に処分機に追いや
られ，二酸化炭素ガスを流して窒息死させられる3）。処分する犬の数が少ない場合には，薬物
注射による安楽死を行う場合もある。
ペットたちのおかれるこのような悲惨な状況については，近年，マスコミでも広く取り上げ

られるようになり，ペット殺処分は，徐々に深刻な社会問題と受け止められるようになってき
た。このため，ペット殺処分ゼロを政策目標に掲げる自治体も増えており，実際にゼロを達成
した自治体も存在している。また，ペット殺処分問題などをきっかけとした動物愛護意識の高
まりにより，動物愛護法（動物の愛護及び管理に関する法律）も，近年，矢継ぎ早に３回の改
正を行っている（2005年，2012年，2019年）。しかしながら，未だ日本全体として，殺処分ゼ
ロにはほど遠い状況にある。
本稿は，このペット殺処分を経済問題と捉え，その原因と対策を経済学の視点から考察する。

経済問題としてペット殺処分を分析した先行研究は，筆者の知る限り存在しないようである。
確かに，経済学よりは，福祉学（動物福祉）や法律学，社会学，倫理学などの観点から，この
問題を考える方が自然かもしれない。しかも，経済学で分析できることは，問題の一側面に過
ぎない。しかし，様々な社会問題の原因を分析し，処方箋を導く上で，経済学は強力なツール
を備えており，ペット殺処分の問題にも経済学からのアプローチを試みることは一考に値する
と思われる。
以下，２節では，ペット殺処分を巡る近年の状況について概観する。３節では，ペット殺処

分問題を経済学の視点から分析するために，ごく簡単な市場経済モデルを導入する。４節では，
その市場経済モデルを使って，ペット殺処分問題を解決するための諸対策について考察する。
第５節は全体のまとめである。

２．ペット殺処分の状況

図表２は，ペットの殺処分数の推移をみたものである。2004年度に394,799頭（犬155,870頭，
猫238,929等）あった殺処分数は，このところ一本調子で減少を続けており，2020年度は，既に
延べたように23,764頭（犬4,059頭，猫19,705頭）となっている。この背景には，①日本全体のペッ
ト飼育頭数が減少していること，②行政の引取り数が減少していること，③行政が引き取った
ペットを返還・譲渡する割合が増加していることの３つの要因が働いていると考えられる。
まず，図表３は，日本全体のペット飼育頭数の推移をみたものであるが，緩やかな減少が確

3） 具体的な殺処分の状況は，今西・浜田（2009）に詳しい。
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認できる。この背景には，飼い主の高齢化や人口減少，世帯の少子化といった要因があるもの
と考えられるが，いずれにせよ緩やかな変化であり，殺処分数の急速な減少に大きく影響して
いるとは考えられない。ちなみに，図表４にみるように，2020年度と2021年度の新規飼育頭数
はそれぞれ87.6万頭，88.6万頭と増加しており，コロナ禍の巣ごもり需要として，ペットを新
たに飼う人々が増加していることがうかがえる。
次に図表５は，行政によるペットの引取り数の推移をみたものである。やはり，近年，かな

り急角度の減少を続けており，殺処分減少にはこの引取り数減少が大きく寄与していると考え
られる。実は，2012年の動物愛護法改正（2013年施行）によって，行政は，終生飼養に反する
理由による引取り（動物取扱業者からの引取り，繰り返しての引取り，老齢や病気を理由とし
た引取り等）を拒否できるようになった。さらに，2019年の改正（2020年施行）により，2012
年改正における一種の抜け穴4）となっていた所有者不明の場合の引取りについても，相当の事
由がない限り，認めなくても良いことになった5）。しかしながら，図表５をみると，特に，2012
年前後，2019年前後に大きな動きがあるわけでは無く，毎年，継続的に引取り数が減少してき
たことがわかる。法改正の前にも，全国各地の動物愛護センターでは，安易な行政へのペット
持ち込みに対して，飼い主を説得するなどの努力が行われていたり，様々な動物愛護団体，ボ
ランティアなどが，啓蒙活動やペット保護の活動を行ってきた。そのような努力が，持続的に
成果を上げてきた結果だと思われる。
また，一度，行政に引き取られたペットについても，全国各地の動物愛護センターで，安易

に殺処分を行うのではなく，その前に返還や譲渡を促す様々な努力が行われてきた6）。図表６
は処分数に対する返還・譲渡と殺処分の割合の推移をみたものであるが，この期間に大きな変
化が起きていることがわかる。2004年度の殺処分率は実に93.1％と，行政に引き取られたペッ
トのほとんどが殺処分される運命にあったが，動物愛護センター自身が譲渡会を開いたり，地
域の動物愛護団体やボランティアが一旦保護した上で，里親探しが行われるなどして，譲渡さ
れるペットが増加してきた。このため，2020年度現在の殺処分率は実に32.4％まで減少してい
る7）。実際，図表９をみると，最近のペットの入手先としては，里親探しのマッチングサイト
からの譲渡，（行政や動物愛護団体などの）シェルターからの譲渡という項目が目立つように
なってきた。
ただ，こうした動きは，全国の全ての地域で行われているという訳ではない。図表10，図表

11は都道府県・指定都市・中核市別に，処分数に占める殺処分の割合をみたものであるが，地
域間で大きな格差があることがわかる。図表12，図表13は，ペットの引取り数のうち，「飼い
主から」の割合をみたものであるが，やはり，地域間で大きな格差がある。2012年の動物愛護
法改正によって，飼い主からの引取りは既に相当の事由がない限りは拒否できることになって
いるが，実際の執行状況には大きなバラツキが存在しているのである。

4） 2012年改正はペットの所有者からのみの引取り拒否を定めたので，所有者が捨て犬，捨て猫を装って行政
に引取りを求めた場合には，拒否ができないという抜け穴が生じていた。

5） 法改正の詳細については，東京弁護士会公害環境特別委員会（2020）を参照されたい。
6） そのような取り組みの実際については，片野（2012）が非常に詳細なルポルタージュを提供している。
7） 殺処分率の割合の変化をみると，犬（図表７）の方が猫（図表８）に比べて殺処分率の減少幅が大きい。

猫については，離乳していない幼齢の個体の持ち込みが多く，譲渡に適する月齢になるまでの世話が大変
であるため，やむを得ず殺処分となる割合が高いようである。
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３．保護ペットの市場分析

3.1　需要曲線と供給曲線
さて，ここからは簡単な経済学を用いて，ペット殺処分問題を分析してゆこう。図表14は，

保護ペット（保護犬や保護猫）の譲渡市場を表したものである8）。まず，保護ペットの供給か
ら考えよう。保護ペットとして譲渡される犬や猫は，もともと何らかの理由で元の飼い主が飼
うことができなくなって，①動物愛護団体やボランティアなどに引き取られたり，②保健所や
動物愛護センターなどの行政に持ち込まれたり，③遺棄（捨て犬・捨て猫）された後に，上記
の団体や個人，行政などに引き取られたものである。ペットショップやブリーダーの売れ残り
の犬や猫も，全てが保護される訳ではないが，潜在的な保護ペットと呼ぶことができるだろう。
これらの飼うことができなくなった（あるいは飼われることのなかった）ペットの総称を指す
言葉として「不要犬」や「不要猫」という言葉があるが，不適切な呼称なので，以下では「保
護対象ペット」と呼ぶことにしよう。
保護対象ペットを保護ペットとして譲渡可能な状態にするには，実は様々な費用がかかる。

第１に，様々なワクチンの接種費用や，保護された時点で栄養状態が悪かったり，心身が傷つ
いていたり，病気になっていたりする場合には，その回復・治療にも費用がかかる。第２に，
保護開始から譲渡時点までのペットの食費がかかる。第３に，野良犬・野良猫であったり，長
い間，世話を放棄されていたペットは人慣れをしていなかったり，しつけが行われていない場
合もあるから，新しい飼い主（里親）と一緒に暮らすためには様々な訓練が必要となる。当然，
ペットの世話や訓練に投じられる時間にも費用（機会費用）が発生する。第４に，里親を見つ
けるための広告・宣伝や，譲渡会を催すために費用がかかる。保護対象ペットを保護ペットと
して里親に譲渡する（譲渡市場に供給する）には，どうしても一定の限界費用がかかるのである。
このため，図表14の供給曲線 S-Sはその限界費用を pとして A点まで水平な直線で描かれ
ている。もっとも，一定の期間をとれば，保護対象ペットの数量には限界がある。この限界供
給量を Qとすると，保護ペットの供給数はこの Q以上には増やすことができないから，供給
曲線は A点で垂直に屈折し，逆 L字型の曲線となる。
一般的に，動物愛護団体やボランティアは，第一種動物取扱業9）の登録をしていないので，

8） 「市場」とは言うが，無論，子犬や子猫のペットオークションのように，特定の場所で大量のペットが売
り買いされるような物理的な市場があるわけではない。経済学で言う市場とは，物理的に存在する市場だ
けではなく，全国各地で開かれている保護ペットの譲渡会や個人間の譲渡など，様々な形で行われている
取引全体を表す概念である。以下，この節で説明する市場分析は，古紙のリサイクル市場についての分析
を行った細田・横山（2007）の第９章を参考にしている。経済学的にみると，保護ペットの譲渡とは一種
のリサイクルと考えることができるから，リサイクルに関連する経済分析から学ぶ点は多い。他に，植田
（1992），日引・有村（2002），リチャード・C. ポーター（2005），細田（2012）なども参考とした。

9） 第一種動物取扱業者とは，継続して営利目的で動物の取扱い（販売，保管，貸出し，訓練，展示，競り，あっ
せんの７種類のいずれか）を行う業者である。動物愛護団体など，継続的に譲渡や保管，貸出し，訓練，
展示のいずれかを行う団体に関しては，非営利業者として第二種動物取扱業者の届け出をすることが定め
られており，非営利という制約から利益を出すことができない。もっとも個人のボランティアなどは，取
り扱うペットの数が少ないため，第二種動物取扱業者の届け出を行わなくて良いことになっているが，第
一種動物取扱業者でもないので，営利活動を行うことはできない。ただし，第二種動物取扱業者は，実費
として少額の金銭等を受け取る場合は，いわゆる実費弁済として認められる場合がある。
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譲渡の際に利益を出すことは認められていない。ただ，医療費として立替えた分については，
現在でも営利性はないとみなされ，里親側に譲渡費用として負担を求めることが一般的であ
る。また，それ以外にかかる諸費用についても，実費分程度の費用については，譲渡費用ある
いは寄付金等の形で里親に費用負担を求めることが少なくない10）。
次に，保護ペットの需要曲線 D-Dが右斜めに描かれている。保護ペットに対する需要は，

価格が高ければ少なく，価格が低ければ多いという需要の法則に従うと考えられる。制度上は，
保護ペットは譲渡されるので価格はついていないはずであるが，既に述べたように，現実には
譲渡費用や寄付金という形で，需要側（里親）に実費程度の費用負担が求められることがある
ので，それを価格と考えることにする11）。
さて，今，図中で需要曲線 D-Dと供給曲線 S-Sの交点 Eが需給の均衡であり，qの頭数が

保護ペットとして取引（譲渡）されることになる。一方，残りの Q－qの頭数は譲渡されず，
市中に残ってしまう。仮にこれら全てが行政に引き取られる場合には，譲渡ができなかった
ペットであるから，殺処分される運命にあるだろう。殺処分を避けるためには，qまでの譲渡
ではなく，Qまでの全ての保護対象ペットが譲渡される必要がある（全数譲渡）。その場合の
取引価格は需要曲線 D-Dと Qからの垂直線が交差する B点で決まる－ p’ であり，つまり，マ
イナスの価格となる。保護ペットの供給側が需要側に逆に「譲渡金」を支払って引き取っても
らうという逆有償の状態である。
もちろん，この価格がプラスになるかマイナスになるかは，需要の大きさによって変わる。

例えば，２節で見たように，近年の動物愛護意識の高まりにより，保護ペットへの需要が拡大
し，D1-D1のように需要曲線が右にシフトしたとしよう。需要曲線 D1-D1と Qからの垂直線と
の交点が Q点よりも上に来れば，プラスの価格となる。そして，需要曲線 D2-D2のように，も
し交点が供給曲線上の A点よりも上にあれば，市場価格は pを上回り，全数譲渡が市場取引
によって可能となる。しかし，現実にはそのような状況は発生していない。後述のように，む
しろペットを飼えなくなった所有者から，費用を徴収してペットを引き取る団体や業者が存在
している事を考えると，少なくとも一部のペットには逆有償の価格がついていると言える。つ
まり，元の需要曲線 D-Dのような位置に，現実の需要曲線も存在している可能性が高い。

3.2　全数譲渡を実現する政策手段
ところで，仮に政策目標を「殺処分をゼロにするために，全数譲渡を達成する」とした場合，

どのような政策手段が可能であろうか。大きく分けて，①動物愛護団体やボランティアなどの
供給側に補助金を出す，②里親となる需要側に補助金を出す，③行政が保護対象ペットの引取
りを一切拒否するという３つの政策手段が考えられる。

10） 情報サイトの enkaraの調べによると，東京都動物愛護相談センターに認定登録された犬の保護団体で
WEBサイトを持っている31団体のうち，2022年２月時点で，譲渡費用を明記している団体は16団体，金
額は１万円から６万円であった（https://enkara.jp/20210121-jouhou-35/）。行政でも，神奈川県動物愛護セン
ターのように，犬譲渡手数料としてオス4,275円，メス8,140円を徴収している場合がある。また，愛知県
の動物愛護センターは，センターで不妊去勢手術を実施した犬猫１頭につき9,000円，手術を実施してい
ない犬猫5,000円の譲渡手数料を徴収している。

11） それらの費用負担も，実費 +α程度であり，あまり高い価格や低い価格が存在する訳ではないが，経済学
で考える需要曲線とは，仮に高い価格，低い価格であったならば需要はどうなるかという消費者の中の計
画（スケジュール）であり，現実にその市場価格が存在するかどうかは問題ではない。
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まず，供給側に補助金を出す場合を考えてみよう（図表15）。具体的には，保護ペット１頭
当たり，p＋p’ の金額を動物愛護団体やボランティアに補助金として支払うことにする。この
場合，元の供給曲線 p-A-Fは，-p’-B-F’（図表中の逆 L字型の点線）のように下方にシフトして，
B点の市場均衡で全数譲渡が達成されることになる。
次に，需要側に補助金を出す場合を考える。やはり，１頭当たりの補助金額は p＋p’ である。

保護ペットの購入以外の使途に使われないように，この金額をバウチャーのような形で，用途
を定めて補助することになるだろう。この場合，需要曲線 D-Dは，その分，D’-D’ のように上
方にシフトし，A点の市場均衡で全数譲渡が達成される。政府が補助金を出す場合には，供給
側にせよ，需要側にせよ，その原資には一般的には税収が充てられるだろう。つまり，国民全
体がこれらの政策にかかる費用を負担することになる。
一方，政府がそのような補助金政策を行わずに，保健所や動物愛護センターなどに，保護対

象ペットの引取りを一切，拒否させた場合にはどうなるだろうか。既に２節で詳しく述べたよ
うに，現在，行政によるペットの引取り拒否は，その気になればかなりの部分まで実行可能な
制度となっているが，まだまだ徹底化にはほど遠い状況である。ただ，これまでの部分的な引
取り拒否の実施でも，①元の飼い主やブリーダー，ペットショップがやむを得ず飼い続けたり，
②動物愛護団体やボランティアが保護をしたり，③飼い主やブリーダー，ペットショップが費
用負担をした上で，終生飼養や里親捜しを行うと称する業者に引き取られたりするケースが，
相当に増えている。仮に，行政が一切の引取りを拒否した場合にも，基本的な出口はこの３つ
になるだろう。
実はこれらは全て，保護対象ペットの所有者側が費用負担を行って，「譲渡」を行った状態

と考えることができる。例えば，元の飼い主やブリーダー，ペットショップがやむを得ず保護
対象ペットを飼い続けるということは，保護ペットとして自分自身に譲渡したと解釈可能であ
る。つまり，不効用や損失を被るという形で，所有者がその費用を負担している。動物愛護団
体やボランティアが，保護対象ペットを保護する場合にも，実費 +α程度の費用負担を求め
られることがあるし，もちろん，業者がペットを引き取る場合には直接的に費用負担が生じる。
このように，全数譲渡を政策的に実現させる場合の厚生分析を行うと，その社会的余剰は，

図表15の三角形 CpEの面積から三角形 EBAの面積を差し引いたものとなる（左の灰色の三角
形から，右側の灰色の三角形を引いた面積）12）。純粋にこの図の中で社会的余剰を最大化したい

12） 例えば，供給側に補助金を出す場合には，三角形 C-p’Bが消費者余剰であり，その面積から補助金額（p-p’
BAで囲まれる四角形）を差し引いた面積が社会的余剰となる。これは図から明らかな通り，三角形 CpE

から三角形 EBAを差し引いた面積に等しい。次に，需要側に補助金を出す場合には，三角形 GpAが消費
者余剰であり，補助金額（GCBAで囲まれる平行四辺形）を差し引いた面積が社会的余剰である。三角形
GpAは三角形 C-p’Bと等しく，平行四辺形 GCBAの面積は四角形 p-p’BAの面積と等しいから，これも三
角形 CpEから三角形 EBAを差し引いた面積に等しい。一方，行政が引取りを一切行わない場合には，本
文に述べたように，所有者が様々な形で費用負担を行う。その費用負担は非常に不透明ではあるが，総額
は概ね三角形 EBAの面積に近くなると考えられる。まず，所有者が保護対象ペットを業者に引き取って
もらう場合には，業者の引取り価格は需要曲線の E-Bの部分に近いものとなるはずである。なぜならば，
E-Bから乖離した価格がついているのであれば，譲渡市場との間で裁定取引が可能となるからである。同
様に，所有者が保護対象ペットをやむを得ず飼い続けたり，動物愛護団体やボランティア経由で譲渡され
た場合でも，譲渡市場での再取引が可能と考えれば，その費用負担は三角形 EBAの大きさに近づくはず
である。ただし，後述のように，ペットの遺棄などが広範に生じて，取引（譲渡）が行われないペットが
たくさんいる場合には，結論はこの限りでは無い。
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のであれば，政府が何も政策を実施せず，E点の市場均衡で譲渡数 qのままにしておくのが良
いことになるが，それは間違いである。なぜならば，この図表15には，行政によるペット引取
りの費用が全く考慮されていないからである。これを考慮した場合に結論がどのように変わる
のか，次に考えてみよう。

3.3　社会的に最適な譲渡数
既に述べたように，図表15の q以上の数の譲渡を政策的に実施する場合には，社会的余剰は
その分だけ小さくなる。その意味で，供給曲線の E-Aの部分から需要曲線の E-Bの部分を垂
直方向に差し引いた長さは，政策によって，譲渡数を市場均衡以上に増やす場合に発生する社
会的限界費用と考えることができる。今，この社会的限界費用を縦軸に上向きにとって，図を
書き直したものが，図表16の社会的限界費用曲線 H-Hである13）。
ここで，行政のペット引取りに伴う限界費用を mcとし，行政サービスの供給曲線を I-Iで
表すことにする。政策にかかる社会的な総費用を最小化するためには，H-Hと I-Iの曲線が交
差する E*点で決まる q*まで保護対象ペットを譲渡し，残り Q－q*を行政が引き取るのが最
適となる。なぜ，この点が最適数になるのだろうか。例えば，q*を下回る譲渡数の場合には，
譲渡を行う方が行政の引取りよりも限界費用が低くなるので，譲渡数をもっと増やす方が望ま
しい。逆に，譲渡数が q*を上回る場合には譲渡にかかる社会的限界費用が行政引取りの限界
費用よりも高くなるので，譲渡数をもっと減らすべきである。政策を全く行わない場合の譲渡
数 qと最適な譲渡数 q*を比較すると，q*が qを上回っており，市場均衡以上に譲渡数を増や
すことが社会的に望ましいことことがわかる。
もちろん，行政引取りの限界費用をどのように計算するかによっては，q*の頭数はさらに

多くなる可能性がある。例えば，現在のように最終的にペットを殺処分するのであれば，１頭
当たりの限界費用はせいぜい１千数百円から６千円程度である（環境省（2004））。一般的に動
物愛護センターの収容日数は１週間程度であるから，その間の餌代などを考慮したとしても，
限界費用（mc）は１万円にも満たない金額であろう。
しかし，動物愛護法の観点からは，例え行政であったとしてもペットを殺処分せず，終生飼

養することが望ましいことは言うまでも無い。仮に，譲渡できないペットを行政が殺処分せず，
終生飼養すべきと考えれば14），限界費用はもっと高い金額となる。はたして限界費用はいくら
ぐらいになるのだろうか。一般社団法人ペットフード協会の「令和３年全国犬猫飼育実態調査」
によれば，餌代や医療費などの生涯必要経費は犬が2,448,784円，猫が1,535,678円であり，１年
当たりに直すと，それぞれ167,152円，98,064円である15）。仮に行政に引き取られたペットの平
均余命を平均寿命の半分と考え，譲渡できずに殺処分されている確率を考慮すると，保護対象

13） より正確に言えば，社会的限界費用曲線 H-Hは，図表15の供給曲線 S-Sから需要曲線 D-Dを差し引いた
ものである。0から qまでは社会的限界便益が生じているので，社会的限界費用曲線 H-Hはマイナスの値
となっている。

14） これは，必ずしも行政（動物愛護センター）自身が終生飼養を行うということではなく，終生飼養を行う
ための適切な施設とスタッフを持つ団体に委託しても良いだろう。例えば，ドイツにおけるティアハイム
のような施設に委託することが考えられる（浅川・有馬（2018））。もちろん，委託費用は飼い主から徴収
した引取り料金を充てることになる。

15） 一般社団法人ペットフード協会の「令和３年全国犬猫飼育実態調査」によれば，犬の平均寿命14.65年，
猫の平均寿命15.66年であるから，この年数で生涯必要経費を除した。
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ペットを引き受けた時点で，その終生飼養にかかる限界費用（mc’）は，平均的には犬が22万
４千円程度，猫が約25万６千円程度となる16）。この場合，図表16の行政による引取りの供給曲
線は I’-I’ のように上にシフトするから，新しい最適数は q’ となり，さらに譲渡すべき頭数が
増えることになる。また，この場合には行政は殺処分を行わないので，全体として殺処分ゼロ
が達成される。

４．政策手段の検討

4.1　最適譲渡数を達成するための政策手段
問題は，どのような政策手段でこの最適譲渡数を達成させるかである。まずは，既に挙げた，

①供給側への補助金，②需要側への補助金，③行政による引取り拒否の徹底化という３つの政
策手段がある。このうち，①と②の補助金の問題点は，国民の理解が得られにくいことである。
すなわち，補助金の財源は一般的に税収となるが，国民の大半はペットと無縁な人々である
し17），中には犬嫌い，猫嫌いという人々もいる。こうした人々に対しても等しく負担が強いら
れる補助金制度について，国の単位で合意形成を行うことは非常に困難と思われる。
また，国ではなく，動物愛護意識の高い自治体の中で，例え住民間の合意形成ができたとこ

ろがあったとしても，自治体単独で補助金制度を作る場合には，スピルオーバーの問題が生じ
る。端的に言えば，補助金制度がある自治体に，補助金制度がない自治体の保護対象ペットが
持ち込まれてしまい，当該自治体にその分の過大な財政負担が生じる。補助金制度のある自治
体の周辺にある自治体は，当該自治体の補助金制度のおかげで，労せずしてペット引取りや殺
処分数を減少でき，ただ乗りができる。このスピルオーバーの問題を防ぐには，都道府県程度
の広域行政の中で補助金制度を作るか，全国一斉の制度にする必要があるが，広域になればな
るほど，合意形成が難しくなるのは既に述べた通りである。
一方，③の引取り拒否の徹底化は，国や自治体の予算を確保する必要がなく，ペットに無縁

の人々には負担がないので，補助金よりははるかに合意形成がしやすい。また，スピルオー
バー効果が生じる補助金とは異なり，個々の自治体単位で導入可能である。むしろ，引取り拒
否を行っている自治体の周辺の自治体に，保護対象ペットがその分多く持ち込まれるという逆
スピルオーバー効果がある。そうなれば周辺自治体も黙っておらず，自身も引取り拒否を行っ
て対抗することになろうから，全国的に引取り拒否の徹底化が進むという意味でむしろ都合が
良い。
問題があるとすれば，やむを得ない理由でペットを飼えなくなった所有者が，どのように対

処してよいのか非常に不透明であり，不必要に多くの負担が生じたり，ペットの遺棄や放棄が
生じる可能性があることである。確かに，2012年の改正動物愛護法には，ペットの所有者（飼

16） 具体的には，「１年当たりの必要経費×平均寿命 /2×現在の殺処分確率」を犬と猫について計算した。殺
処分確率は，図表１の殺処分のうち譲渡不適切なケースと譲渡先が見つからないケースの数を合計したも
のを分子，分母を譲渡数と殺処分数の合計とした。それぞれ犬が18.25％，猫が33.40％である。限界費用
の計算結果は，犬が223,511円，猫が256,460円である。

17） 一般社団法人ペットフード協会の「令和３年全国犬猫飼育実態調査」によれば，犬を飼っている世帯の割
合は9.78％，猫を飼っている割合は8.94％である。
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い主やペットショップ，ブリーダーなど）への終生飼養の責務が明記されている18）。また，動
物愛護団体や動物愛好活動家にとっては，飼い主がペットを途中で手放すということは，憎む
べき無責任な行為であろう。
しかしながら，完全な人間はいない。ペットを購入した後にアレルギーなどが分かって飼え

なくなる場合，飼い主の病気や加齢に伴う体力の衰えを理由に飼えなくなる場合，やむを得な
い引っ越しや施設入居などで飼えなくなる場合など，事前には予見できなかった様々な事態が
起きる可能性がある。残念ながら，様々な理由で手に負えなくなったり，ペットへの愛情を保
てなくなる飼い主がいることも，人間である以上は皆無では無い。その場合，運良く善良な動
物愛護団体やボランティアに保護を依頼できれば良いが，いつでも，あるいは，どこでもその
ような人々がいるとは限らない。利益が出せないという制約の中で，慈善事業に近い活動がで
きる経済的余裕があり，動物愛護意識が高い人々は，やはり絶対数として少ないのである。全
ての自治体で，動物愛護団体やボランティアを見つけられるとは限らない。
そうなると，やむを得ず，高額の引取り費用や寄付金を求める業者や団体などに頼らざるを

得ないかもしれない。引取り先に困った飼い主の中には，ペットの世話をせずに放置するよう
になったり，遺棄行為に及ぶ人々もいるだろう。また，ペットショップやブリーダーの中にも，
売れ残りのペットを劣悪な環境下において寿命を縮めたり，「引取り屋」と呼ばれる劣悪な環
境で飼育する業者に費用を払って引き取らせたり，あるいは大量遺棄を行うケースがあること
が報告されている19）。もちろん，ペットの遺棄や世話の放棄（ネグレクト），劣悪な環境下での
飼育などは動物愛護法に反する犯罪行為である。その罰則も強化されてはいるが，アニマルポ
リスのような法律の実効性を担保する制度が追いついていない事情もあり，なかなか根本的な
解決は難しい状況である（杉本（2021））。このような中で，行政による引取り拒否の徹底化を
行えば，善良な動物愛護団体やボランティアを急に増やすことはできないから，さらなる混乱
や不幸なペットたちを生み出すことになりかねない。
このように，３つの政策手段（①供給側への補助金，②需要側への補助金，③行政による引

取り拒否の徹底化）にはそれぞれ問題があるが，実は，これらの問題をかなり改善できるもう
一つの別の政策手段がある。それは，行政のペット引取りを有料化することである。

4.2　行政によるペット引取りの有料化
具体的には，行政の引取りにかかる限界費用に等しい引取り料金を徴収する。実は，現在で

も，動物愛護センターの中には引き取りの手数料を徴収しているところがある。例えば，埼玉
県では，生後91日以上の場合に犬猫の区別なく一頭4,000円，生後91日未満の場合は10頭まで

18） 動物愛護法（動物の愛護及び管理に関する法律）の第七条４には，「動物の所有者は，その所有する動物
の飼養又は保管の目的等を達する上で支障を及ぼさない範囲で，できる限り，当該動物がその命を終える
まで適切に飼養すること（以下「終生飼養」という。）に努めなければならない。」と定められている。ま
た，同第二十二条の四には，「犬猫等販売業者は，やむを得ない場合を除き，販売の用に供することが困
難となった犬猫等についても，引き続き，当該犬猫等の終生飼養の確保を図らなければならない。」とい
う規定がある。

19） このような流通過程の闇については，太田（2013，2019）が詳しい。太田（2013）では，2008年時点で，
流通過程の中で行方が分からなくなる犬が約１万４千頭いると推計されている。また，太田（2019）は，
動物愛護法改正後にもこうした事態は続いており，2017年時点で，流通過程の中で行方が分からなくなる
犬が18,792頭，猫が5679頭いるとの計算結果を報告している。
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ごとに4,000円の手数料を徴収している。岐阜県でもやはり犬猫の区別なく，生後91日以上１
頭につき2,100円，生後90日以下１頭につき420円を徴収している。
しかし，この程度の金額では，殺処分の費用や譲渡に関連する諸費用の一部をねん出するの

が精一杯であり，図表16で言えば mc程度か，それにも満たない金額であろう。譲渡できなかっ
たペットを行政でも終生飼養すべきという考えに立つのであれば，図表16の mc’ に当たる金
額，つまり，先に計算したように，１頭当たりの料金として犬が22万４千円程度，猫が25万６
千円程度を徴収するのが適切である。ただ，この金額はあくまで平均的な料金に過ぎないこと
に注意が必要である。実際には，「（平均寿命－引取りをした時の推定年齢）×１年当たりの必
要経費」で計算した料金をまず徴収し，引き取ったペットの譲渡が決まった際には，「譲渡費
用と譲渡が決まるまでの期間にかかった必要経費」を差し引いて，所有者に返金するという仕
組みにするのが合理的である20）。
このように行政による引取り料金が明確化すれば，所有者たちはこの価格を支払えば必ず引

き取ってもらえるという透明な仕組みとなり，少なくとも，引取り先に困っての遺棄やネグレ
クトをするケースは減少するだろう。また，行政の引取り料金が市場の参照価格（アンカー）
となるので，法外な料金を要求するような悪徳な引取り業者の排除にも役立つ。
もちろん，保護対象ペットを所有している飼い主やペットショップ，ブリーダーなどの所有

者は，この行政の料金よりも低い費用で引取りを行い，譲渡先を探してくれる動物愛護団体や
ボランティアなどを一生懸命探すことになるので，図表16の E’ 点までは，社会的限界費用曲
線 H-Hに沿って譲渡市場が積極的に活用されることになる。できれば，動物愛護団体やボラ
ンティアに関して，利益が全く出せない仕組みについて，多少の規制緩和を行うと良いだろう。
行政の引取り料金以下であれば，社会的な限界費用を節約することができるから，動物愛護団
体やボランティアが多少高めの費用を徴収しても問題はない。具体的には，譲渡や終生飼養を
行う動物愛護団体やボランティアについて，第二種動物取扱業に必ず登録することを義務化
し，第二種動物取扱業の非営利性について一定程度の規制緩和を行い，人件費や施設の賃料な
どの運営費分なども引取り費用として上乗せできるようにする。ただ，そのような規制緩和を
許すかわりに，動物の飼育状態について適切な質基準を満たし，行政による定期的な監査を受
け入れ，会計報告も行うことを義務化する。そして，第一種，第二種動物取扱業の登録をしな
い業者には，一切の引取り行為を許さないようにする。これならば，引取り屋などの悪質な業
者を排除することが可能となる。
さて，行政が引取りを有料化することのメリットは他にもある。料金を支払うのは，ペットを

飼うことができなくなった所有者であるから，終生飼養の義務を怠ったペナルティーとして料金
徴収は受け入れられやすい。補助金とは異なり，税金が使われることがないので，政策に対する
国民の合意形成が行いやすいものと考えられる。また，行政が限界費用と等しい料金を徴収すれ
ば，自動的に最適な譲渡数が達成されることも，他の政策手段よりも優れた点である。補助金や
行政による引取り拒否の徹底化では，最適点が自動的に達成されるメカニズムは存在せず，どの
程度の補助金や引取り拒否を行えば良いのかを別途，何らかの手法で判断する必要がある。

20） 譲渡が決まった後に事後的に返金する仕組みは，行政に持ち込まれる前のペットの健康状態，飼育状態を
改善することにも役立つ。譲渡がなるべく決まりやすくなるように，元の所有者に，ペットの健康状態や
飼育状態を良好にしようとするインセンティブが働くからである。
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4.3　ペット殺処分の原因について
むしろ，経済学の観点からは，行政によるペット引取りが，これまで無料，もしくは非常に

低額で行われていたことこそが大問題である。再び図表14に戻ると，行政による引取りの限界
費用を全く考慮しない場合には，市場均衡は E点，つまり譲渡数ｑが均衡譲渡数となる。こ
れは，図表16において，行政引取りの限界費用をゼロとみた場合の譲渡数に他ならない。つま
り，行政による引取りの限界費用という社会的限界費用が内部化されていないために，過小な
譲渡数となっているのである。過小な譲渡数は，過大な殺処分数と言い換えることができるか
ら，これまでペットの殺処分数が多かった原因は，行政がペットの引取り料金を適切に徴収し
てこなかったことにあると言える。確かに近年，殺処分数は急速に減少してきたが，未だに無
料や低額料金で引取りを行う自治体が存在している以上，まだまだ社会的に過大な殺処分数が
発生していると言うべきである。その是正には，制度的に発生している社会的限界費用と私的
限界費用の乖離を埋めるための一種の「ピグー税」として，料金徴収を行うことがもっとも自
然な政策手段である。
ちなみに，保健所や動物愛護センターは既に国民の税収で運営されている公的機関であるか

ら，これ以上の料金を徴収する事は論理的におかしく，無料でペットの引取りを行うべきとい
う議論がある。しかし，行政による引取り料金は，譲渡や殺処分を行うための財源確保が主た
る目的ではなく，制度的に発生している外部性を内部化するための政策手段であると考えるべ
きである。炭素税と同じように，財源確保とは別の目的で徴収される政策手段としての料金徴
収なのである。

4.4　ペットの遺棄への対処
このように行政引取りの有料化にはメリットが多いが，問題が無いわけでは無い。それは，

保護対象ペットの遺棄が増え，捨て犬，捨て猫が増える可能性が高いことである。ただ，これ
は有料化に固有の問題では無い。行政によるペット引取り拒否によっても既に深刻化している
問題である。
ペット遺棄への対処としては，2019年の動物愛護法改正で，販売前の犬や猫にマイクロチッ

プを埋め込み，飼い主の所有者情報を登録することが義務化されており，2022年６月から施行
される。既に飼われているペットに対しては努力義務に止まっているが，本来であれば，全頭
例外なく義務化することが望ましい。既に2019年の改正動物愛護法で，ペットの遺棄について
は懲役刑が追加され，「１年以下の懲役または100万円以下の罰金」が課されている。マイクロ
チップで捨て犬，捨て猫が追跡できるようになれば，ペットの遺棄は相当に少なくなることが
期待される。当然，行政に持ち込まれる所有者不明のペットも少なくなるので，行政による
ペット引取りの有料化がよりよく機能するだろう。ただし，現在，マイクロチップの全数義務
化に向けて議論が行われているものの，まだまだ合意形成へのハードルは高い。これから新規
販売される犬や猫への義務化だけでは，マイクロチップの効果が上がるまでに，相当の年数が
かかるものと思われる21）。

21） 同時に，捨て犬，捨て猫を繁殖させないために，その捕獲を強化するとともに，猫に関しては不妊去勢手
術を行うことも重要な施策である。猫の場合には，TNRを行って一代限りの地域猫として管理する道が
ある。TNRとは，Trap（捕獲），Neuter（不妊去勢手術），Return（耳先をさくらの花びらのように V字カッ
トして，元の場所に戻す）を行い，繁殖を防止して地域の猫として一代限りの命を全うさせる活動である。
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マイクロチップが機能するまでの即効性の高い施策としては，ペット販売にデポジット制を
導入することも一案である。つまり，行政の引取りにかかる限界費用を予め上乗せした販売価
格にした上で，飼い主が飼育を無事に続ければ，毎年，１年分の必要経費を返金してゆく制度
とする。平均寿命まで生きればデポジット分の上乗せ負担はゼロとなる。途中，病気などで死
んでしまった場合には，死因が虐待ではないことを獣医師が確認した上で，デポジット分を返
金する。そして，もし，飼い主が何らかの理由でペットを飼えなくなった場合には，デポジッ
トから引取り料金が支払われるから，犯罪のリスクを負ってまでペットを遺棄する必要がなく
なる。問題は，ペットの販売価格が今までより格段に高くなることであるが，飼い続ければい
ずれかかる必要経費を前払いしていると考えれば，受け入れは可能であろう。長い目で見れば，
トータルの支出額は変わらない。飼い主の流動性制約の問題があるならば，自動車のディー
ラーのように，ペット業界がローン制度を提供するなどして，創意工夫を図るようになるだろ
う。
もう一つの代替的政策手段としては，ペットを途中で飼えなくなる場合に備えて，保険制度

を創設し，飼い主に加入を義務化することも考えられる。もし，ペットを飼えなくなった場合
には，行政の引取り料金はその保険から支払う。もちろん，全額を保険が支払うとなるとモラ
ルハザードの問題が発生するので，一部は飼い主に自己負担してもらうことになるだろう。し
かし，飼い主の負担額は保険が無い時よりも相当に減少するから，犯罪のリスクを負ってまで
ペットを遺棄するケースはかなり減るだろう。また，モラルハザード対策としては，労災保険
で行われているようなメリット制を導入することも有効である。つまり，ペットの行政引取り
を繰り返す人に対する保険料を引き上げるのである。この保険制度は，ペットの飼い主だけで
はなく，ペットショップやブリーダーの売れ残りペットにも適用可能である。

５．まとめ

本稿は，近年，社会問題として関心が高まっているペット殺処分とその対策を経済学の観点
から考察した。まず，ペット殺処分の問題を，保護ペットの譲渡市場の枠組みの中に位置づけ，
様々な対策を比較考量するためのごく簡単な市場経済モデルを提示した。その上で，行政の
ペット引取りにかかる限界費用がペット所有者に考慮されず，行政の引取り料金が無料，もし
くは非常に低額となっていることが，社会的に過大な数のペット殺処分が生み出されている原
因であると論じた。政府は費用をかけた対策を行い，現在よりも譲渡される保護ペット数を増
やしてゆくべきであり，その社会的限界費用が行政引取りにかかる限界費用に等しくなる点
で，最適な譲渡数が達成される。
具体的な対策としては，①供給側（動物愛護団体やボランティアなど）への補助金，②需要

側（里親など）への補助金，③行政のペット引取り拒否の徹底化，④行政によるペット引取り
の有料化（限界費用を引取り料金として設定する）という４つの政策手段が考えられるが，効
率性や国民の合意形成のしやすさなどの観点から勧められるのは，④の有料化である。ただ，
その場合にはペット遺棄（捨て犬，捨て猫）の増加という問題が生じることが予想されるので，
そのための対策として，①マイクロチップ埋め込みの全数義務化，②ペット販売へのデポジッ
ト制度の導入，③途中でペットが飼えなくなることに対する保険制度導入（行政引取り料金支
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払いに対する保険）を提案した。
また，保護ペットの譲渡市場がよりよく機能するためには，利益を出すことができない現在

の譲渡制度について，一定程度の規制緩和を行うことが望ましい。動物愛護団体や動物愛好家
の中には，市場制度に不信感を持ち，市場（マーケット）が問題の根源であると考える人々が
少なくない（杉本（2016，2020，2021），太田（2013，2019））。もちろん，ペットを「物」と
して扱うべきでは無いという気持ちも理解できないわけではないが，市場とは単なる道具であ
り，それを生かすも殺すも政策次第である。むしろ，制度によって生み出されている市場の失
敗をうまく是正できていないことこそが，ペット殺処分が起きる根本原因である。政策によっ
て市場をうまく修正し，その活用を図ることによって，問題解決に導くことができる。
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図表１　ペットの行政引取りと殺処分の状況

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物等の収容並びに処分の状況」（動物愛護管理行政事
務提要）より作成。対象期間は，2020年４月１日～2021年３月31日。

引取り数 返還数 譲渡数 殺処分

合計
うち飼い主
から

うち所有者
不明

合計
うち譲渡不適
切

うち譲渡先
⾒つからず

うち引取
後死亡

合計 72,433 13,180 59,253 9,718 39,866 23,764 12,051 6,355 5,358

うち⽝ 27,635 2,701 24,934 9,463 14,736 4,059 2,789 642 628

うち猫 44,798 10,479 34,319 255 25,130 19,705 9,262 5,713 4,730

図表２　ペット殺処分数の推移

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物等の収容並びに処分の状況」より作成。16，17年度
の犬の引取り数は，狂犬病予防法に基づく抑留を勘案した推計値である。
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図表３　ペットの総飼育頭数の推移

注 ）一般社団法人ペットフード協会「令和３年全国犬猫飼育実態調査」による推計。
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図表４　ペットの新規飼育頭数の推移

注 ）一般社団法人ペットフード協会「令和３年全国犬猫飼育実態調査」による推計。
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図表５　ペットの行政引取り数の推移

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物等の収容並びに処分の状況」より作成。
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図表６　ペットの行政引取りにおける処分内訳の推移１（犬・猫合計）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物等の収容並びに処分の状況」より作成。
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図表７　ペットの行政引取りにおける処分内訳の推移２（犬）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物等の収容並びに処分の状況」より作成。
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図表８　ペットの行政引取りにおける処分内訳の推移３（猫）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び負傷動物等の収容並びに処分の状況」より作成。
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図表９　飼い主におけるペットの入手先の内訳（2021年）

注 ）一般社団法人ペットフード協会「令和３年全国犬猫飼育実態調査」より作成。

ペットの⼊⼿先

⽝ 猫
％ ％

ペットショップで購⼊ 50.9 野良猫を拾った 36.0
業者のブリーダーからの直接購⼊ 15.5 友⼈/知⼈からもらった 26.8
友⼈/知⼈からもらった 13.2 ペットショップで購⼊ 16.0
友⼈/知⼈のブリーダーから直接購⼊ 8.5 ⾥親探しのマッチングサイトから譲渡 9.1
⾥親探しのマッチングサイトから譲渡 4.7 シェルターからの譲渡 4.2
シェルターからの譲渡 3.2 友⼈/知⼈のブリーダーから直接購⼊ 3.9
インターネットを通じて直接購⼊ 2.0 業者のブリーダーからの直接購⼊ 3.3
野良⽝を拾った 1.7 飼育している猫が産んだ 2.9
飼育している⽝が産んだ 1.3 インターネットを通じて直接購⼊ 1.1
その他 2.6 その他 6.1
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図表10　ペットの行政引取りにおける「殺処分」の割合（犬）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況注）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況（都
道府県・指定都市・中核市別）」より作成。対象期間は，2020年４月１日～2021年３月31日。

1 北海道 4.2% 32 島根県 9.7% 63 岡⼭市 3.8% 94 豊⽥市 8.6%
2 ⻘森県 36.9% 33 岡⼭県 5.2% 64 広島市 3.9% 95 豊橋市 8.1%
3 岩⼿県 6.6% 34 広島県 3.7% 65 北九州市 3.9% 96 岡崎市 17.9%
4 宮城県 3.5% 35 ⼭⼝県 3.8% 66 福岡市 9.7% 97 ⼤津市 13.0%
5 秋⽥県 33.5% 36 徳島県 36.7% 67 熊本市 1.2% 98 ⾼槻市 0.0%
6 ⼭形県 1.0% 37 ⾹川県 26.6% 68 旭川市 0.0% 99 東⼤阪市 7.0%
7 福島県 29.6% 38 愛媛県 66.8% 69 函館市 0.0% 100 豊中市 16.7%
8 茨城県 2.0% 39 ⾼知県 3.1% 70 ⻘森市 52.2% 101 枚⽅市 0.0%
9 栃⽊県 7.6% 40 福岡県 16.1% 71 ⼋⼾市 13.4% 102 ⼋尾市 0.0%
10 群⾺県 9.2% 41 佐賀県 13.5% 72 盛岡市 5.3% 103 吹⽥市 0.0%
11 埼⽟県 12.1% 42 ⻑崎県 53.4% 73 秋⽥市 11.8% 104 姫路市 56.0%
12 千葉県 12.0% 43 熊本県 9.7% 74 ⼭形市 0.0% 105 ⻄宮市 8.3%
13 東京都 4.1% 44 ⼤分県 18.4% 75 郡⼭市 8.0% 106 尼崎市 0.0%
14 神奈川県 0.5% 45 宮崎県 11.7% 76 いわき市 20.2% 107 明⽯市 16.7%
15 新潟県 3.7% 46 ⿅児島県 13.4% 77 ⽔⼾市 3.8% 108 奈良市 4.0%
16 富⼭県 1.6% 47 沖縄県 4.2% 78 宇都宮市 0.0% 109 和歌⼭市 2.3%
17 ⽯川県 0.0% 48 札幌市 0.0% 79 前橋市 1.9% 110 ⿃取市 0.0%
18 福井県 0.0% 49 仙台市 0.0% 80 ⾼崎市 44.4% 111 松江市 0.8%
19 ⼭梨県 1.6% 50 さいたま市 2.7% 81 川越市 3.3% 112 倉敷市 3.0%
20 ⻑野県 1.1% 51 千葉市 1.3% 82 越⾕市 0.0% 113 福⼭市 21.0%
21 岐⾩県 9.7% 52 横浜市 9.1% 83 川⼝市 0.0% 114 呉市 0.5%
22 静岡県 2.1% 53 川崎市 6.8% 84 船橋市 2.1% 115 下関市 0.0%
23 愛知県 20.8% 54 相模原市 0.0% 85 柏市 1.8% 116 ⾼松市 43.9%
24 三重県 7.3% 55 新潟市 1.6% 86 ⼋王⼦市 0.0% 117 松⼭市 0.7%
25 滋賀県 29.5% 56 静岡市 0.0% 87 横須賀市 10.5% 118 ⾼知市 7.0%
26 京都府 15.1% 57 浜松市 1.8% 88 富⼭市 0.0% 119 久留⽶市 5.7%
27 ⼤阪府 10.5% 58 名古屋市 2.7% 89 ⾦沢市 0.0% 120 ⻑崎市 0.0%
28 兵庫県 49.0% 59 京都市 36.5% 90 福井市 0.0% 121 佐世保市 8.2%
29 奈良県 39.3% 60 ⼤阪市 8.3% 91 甲府市 0.0% 122 ⼤分市 4.6%
30 和歌⼭県 39.2% 61 堺市 35.7% 92 ⻑野市 0.0% 123 宮崎市 0.6%
31 ⿃取県 6.0% 62 神⼾市 12.0% 93 岐⾩市 3.9% 124 ⿅児島市 16.8%

125 那覇市 0.0%
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図表11　ペットの行政引取りにおける「殺処分」の割合（猫）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況注）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況（都
道府県・指定都市・中核市別）」より作成。対象期間は，2020年４月１日～2021年３月31日。

1 北海道 7.9% 32 島根県 35.5% 63 岡⼭市 1.8% 94 豊⽥市 1.4%
2 ⻘森県 85.8% 33 岡⼭県 9.1% 64 広島市 5.6% 95 豊橋市 38.1%
3 岩⼿県 39.5% 34 広島県 9.6% 65 北九州市 23.0% 96 岡崎市 42.2%
4 宮城県 50.4% 35 ⼭⼝県 14.2% 66 福岡市 62.3% 97 ⼤津市 26.7%
5 秋⽥県 57.8% 36 徳島県 45.4% 67 熊本市 5.3% 98 ⾼槻市 13.6%
6 ⼭形県 54.8% 37 ⾹川県 17.2% 68 旭川市 5.6% 99 東⼤阪市 85.5%
7 福島県 86.7% 38 愛媛県 89.7% 69 函館市 61.5% 100 豊中市 0.0%
8 茨城県 22.5% 39 ⾼知県 90.5% 70 ⻘森市 80.1% 101 枚⽅市 0.0%
9 栃⽊県 56.5% 40 福岡県 66.2% 71 ⼋⼾市 84.2% 102 ⼋尾市 0.0%
10 群⾺県 58.5% 41 佐賀県 52.2% 72 盛岡市 7.2% 103 吹⽥市 77.3%
11 埼⽟県 61.3% 42 ⻑崎県 87.7% 73 秋⽥市 43.7% 104 姫路市 69.1%
12 千葉県 18.0% 43 熊本県 4.3% 74 ⼭形市 0.0% 105 ⻄宮市 5.5%
13 東京都 28.2% 44 ⼤分県 69.6% 75 郡⼭市 46.0% 106 尼崎市 18.8%
14 神奈川県 5.2% 45 宮崎県 30.7% 76 いわき市 83.8% 107 明⽯市 36.8%
15 新潟県 16.7% 46 ⿅児島県 46.7% 77 ⽔⼾市 6.4% 108 奈良市 1.4%
16 富⼭県 11.3% 47 沖縄県 36.7% 78 宇都宮市 14.5% 109 和歌⼭市 31.6%
17 ⽯川県 10.6% 48 札幌市 3.2% 79 前橋市 60.4% 110 ⿃取市 10.0%
18 福井県 6.6% 49 仙台市 24.5% 80 ⾼崎市 76.1% 111 松江市 17.5%
19 ⼭梨県 28.0% 50 さいたま市 24.2% 81 川越市 4.2% 112 倉敷市 3.0%
20 ⻑野県 20.6% 51 千葉市 10.0% 82 越⾕市 8.6% 113 福⼭市 16.3%
21 岐⾩県 51.3% 52 横浜市 35.3% 83 川⼝市 29.0% 114 呉市 1.9%
22 静岡県 37.3% 53 川崎市 14.4% 84 船橋市 25.7% 115 下関市 40.0%
23 愛知県 39.4% 54 相模原市 0.8% 85 柏市 3.9% 116 ⾼松市 59.6%
24 三重県 36.0% 55 新潟市 29.8% 86 ⼋王⼦市 0.0% 117 松⼭市 13.0%
25 滋賀県 71.2% 56 静岡市 50.1% 87 横須賀市 3.0% 118 ⾼知市 98.2%
26 京都府 64.6% 57 浜松市 22.5% 88 富⼭市 43.5% 119 久留⽶市 28.1%
27 ⼤阪府 68.9% 58 名古屋市 17.8% 89 ⾦沢市 0.0% 120 ⻑崎市 83.3%
28 兵庫県 65.5% 59 京都市 68.9% 90 福井市 15.4% 121 佐世保市 71.2%
29 奈良県 71.7% 60 ⼤阪市 45.2% 91 甲府市 19.8% 122 ⼤分市 63.7%
30 和歌⼭県 75.5% 61 堺市 65.6% 92 ⻑野市 7.4% 123 宮崎市 8.8%
31 ⿃取県 17.2% 62 神⼾市 34.2% 93 岐⾩市 57.5% 124 ⿅児島市 43.2%

125 那覇市 0.0%
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図表12　ペットの行政引取りにおける「飼い主から」の割合（犬）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況（都道府県・指定都市・中核市別）」より作成。
対象期間は，2020年４月１日～2021年３月31日。

1 北海道 20.9% 32 島根県 12.0% 63 岡⼭市 0.0% 94 豊⽥市 13.5%
2 ⻘森県 12.7% 33 岡⼭県 7.6% 64 広島市 13.3% 95 豊橋市 12.9%
3 岩⼿県 19.4% 34 広島県 2.0% 65 北九州市 11.4% 96 岡崎市 23.8%
4 宮城県 13.2% 35 ⼭⼝県 1.0% 66 福岡市 15.7% 97 ⼤津市 4.3%
5 秋⽥県 24.0% 36 徳島県 4.5% 67 熊本市 5.0% 98 ⾼槻市 65.0%
6 ⼭形県 0.0% 37 ⾹川県 2.2% 68 旭川市 34.0% 99 東⼤阪市 86.2%
7 福島県 10.6% 38 愛媛県 16.3% 69 函館市 0.0% 100 豊中市 33.3%
8 茨城県 4.3% 39 ⾼知県 4.4% 70 ⻘森市 17.1% 101 枚⽅市 0.0%
9 栃⽊県 4.7% 40 福岡県 7.7% 71 ⼋⼾市 3.0% 102 ⼋尾市 0.0%
10 群⾺県 15.7% 41 佐賀県 3.6% 72 盛岡市 15.8% 103 吹⽥市 50.0%
11 埼⽟県 6.6% 42 ⻑崎県 14.3% 73 秋⽥市 37.5% 104 姫路市 28.6%
12 千葉県 8.4% 43 熊本県 3.0% 74 ⼭形市 5.6% 105 ⻄宮市 41.7%
13 東京都 40.4% 44 ⼤分県 18.5% 75 郡⼭市 8.1% 106 尼崎市 25.0%
14 神奈川県 14.6% 45 宮崎県 6.9% 76 いわき市 1.0% 107 明⽯市 0.0%
15 新潟県 8.9% 46 ⿅児島県 10.5% 77 ⽔⼾市 1.1% 108 奈良市 4.3%
16 富⼭県 0.0% 47 沖縄県 4.6% 78 宇都宮市 51.3% 109 和歌⼭市 7.3%
17 ⽯川県 10.3% 48 札幌市 36.5% 79 前橋市 4.4% 110 ⿃取市 17.4%
18 福井県 10.6% 49 仙台市 10.2% 80 ⾼崎市 38.3% 111 松江市 4.5%
19 ⼭梨県 1.3% 50 さいたま市 6.1% 81 川越市 10.3% 112 倉敷市 2.1%
20 ⻑野県 3.7% 51 千葉市 4.6% 82 越⾕市 10.5% 113 福⼭市 0.9%
21 岐⾩県 22.9% 52 横浜市 33.5% 83 川⼝市 7.4% 114 呉市 0.0%
22 静岡県 5.8% 53 川崎市 19.6% 84 船橋市 24.4% 115 下関市 6.7%
23 愛知県 4.2% 54 相模原市 10.9% 85 柏市 42.1% 116 ⾼松市 2.6%
24 三重県 3.6% 55 新潟市 30.6% 86 ⼋王⼦市 0.0% 117 松⼭市 5.8%
25 滋賀県 25.1% 56 静岡市 28.3% 87 横須賀市 33.3% 118 ⾼知市 2.1%
26 京都府 11.3% 57 浜松市 3.1% 88 富⼭市 0.0% 119 久留⽶市 8.6%
27 ⼤阪府 48.8% 58 名古屋市 23.7% 89 ⾦沢市 0.0% 120 ⻑崎市 6.7%
28 兵庫県 46.7% 59 京都市 14.3% 90 福井市 28.6% 121 佐世保市 16.4%
29 奈良県 21.1% 60 ⼤阪市 45.9% 91 甲府市 19.1% 122 ⼤分市 7.1%
30 和歌⼭県 30.8% 61 堺市 69.2% 92 ⻑野市 21.1% 123 宮崎市 1.7%
31 ⿃取県 12.3% 62 神⼾市 18.4% 93 岐⾩市 57.8% 124 ⿅児島市 35.2%

125 那覇市 0.0%
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図表13　ペットの行政引取りにおける「飼い主から」の割合（猫）

注 ）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況注）環境省「犬・猫の引取り及び処分の状況（都
道府県・指定都市・中核市別）」より作成。対象期間は，2020年４月１日～2021年３月31日。

1 北海道 29.2% 32 島根県 29.6% 63 岡⼭市 0.0% 94 豊⽥市 3.8%
2 ⻘森県 49.4% 33 岡⼭県 5.5% 64 広島市 30.6% 95 豊橋市 18.3%
3 岩⼿県 37.0% 34 広島県 8.1% 65 北九州市 8.5% 96 岡崎市 29.6%
4 宮城県 15.7% 35 ⼭⼝県 5.0% 66 福岡市 5.5% 97 ⼤津市 0.0%
5 秋⽥県 51.8% 36 徳島県 24.6% 67 熊本市 58.7% 98 ⾼槻市 5.3%
6 ⼭形県 0.0% 37 ⾹川県 2.5% 68 旭川市 35.5% 99 東⼤阪市 24.2%
7 福島県 49.2% 38 愛媛県 18.1% 69 函館市 0.0% 100 豊中市 0.0%
8 茨城県 3.6% 39 ⾼知県 0.0% 70 ⻘森市 35.7% 101 枚⽅市 25.0%
9 栃⽊県 12.2% 40 福岡県 23.8% 71 ⼋⼾市 3.1% 102 ⼋尾市 100.0%
10 群⾺県 39.3% 41 佐賀県 5.7% 72 盛岡市 67.8% 103 吹⽥市 45.5%
11 埼⽟県 36.1% 42 ⻑崎県 23.6% 73 秋⽥市 23.9% 104 姫路市 4.9%
12 千葉県 19.3% 43 熊本県 24.8% 74 ⼭形市 61.5% 105 ⻄宮市 8.2%
13 東京都 35.3% 44 ⼤分県 16.1% 75 郡⼭市 16.5% 106 尼崎市 45.5%
14 神奈川県 54.5% 45 宮崎県 25.3% 76 いわき市 18.6% 107 明⽯市 0.0%
15 新潟県 62.6% 46 ⿅児島県 35.0% 77 ⽔⼾市 37.5% 108 奈良市 5.6%
16 富⼭県 19.3% 47 沖縄県 26.2% 78 宇都宮市 14.5% 109 和歌⼭市 2.3%
17 ⽯川県 34.1% 48 札幌市 62.9% 79 前橋市 15.1% 110 ⿃取市 80.0%
18 福井県 19.7% 49 仙台市 11.9% 80 ⾼崎市 60.6% 111 松江市 11.2%
19 ⼭梨県 17.2% 50 さいたま市 8.8% 81 川越市 81.8% 112 倉敷市 8.3%
20 ⻑野県 37.6% 51 千葉市 12.7% 82 越⾕市 57.1% 113 福⼭市 1.3%
21 岐⾩県 26.8% 52 横浜市 30.4% 83 川⼝市 3.2% 114 呉市 0.0%
22 静岡県 7.9% 53 川崎市 10.4% 84 船橋市 25.1% 115 下関市 37.2%
23 愛知県 25.5% 54 相模原市 29.7% 85 柏市 0.0% 116 ⾼松市 15.2%
24 三重県 8.7% 55 新潟市 20.0% 86 ⼋王⼦市 0.0% 117 松⼭市 0.3%
25 滋賀県 30.2% 56 静岡市 6.5% 87 横須賀市 54.3% 118 ⾼知市 0.0%
26 京都府 17.3% 57 浜松市 16.8% 88 富⼭市 0.0% 119 久留⽶市 20.0%
27 ⼤阪府 33.6% 58 名古屋市 20.7% 89 ⾦沢市 0.0% 120 ⻑崎市 3.0%
28 兵庫県 28.6% 59 京都市 7.4% 90 福井市 19.9% 121 佐世保市 11.5%
29 奈良県 7.5% 60 ⼤阪市 16.1% 91 甲府市 0.0% 122 ⼤分市 22.7%
30 和歌⼭県 8.6% 61 堺市 44.6% 92 ⻑野市 66.4% 123 宮崎市 12.0%
31 ⿃取県 36.4% 62 神⼾市 29.2% 93 岐⾩市 20.4% 124 ⿅児島市 31.6%

125 那覇市 33.3%
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図表14　保護ペットの譲渡市場１
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図表15　保護ペットの譲渡市場２
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図表16　保護ペットの譲渡市場３
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